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○三重県浄化槽指導要綱 令和４年５月１日改正 新旧対照表 

 改  正  後 改  正  前 

三重県浄化槽指導要綱 三重県浄化槽指導要綱 

（目的） （目的） 

第１条 この要綱は、浄化槽法（昭和58年法律第43

号）、建築基準法（昭和25年法律第201号）及び三

重県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭

和60年三重県条例第26号。以下「条例」という。）

その他関係法令に定めるもののほか、浄化槽の設

置、構造及び管理に関し必要な事項を定めること

により、浄化槽に係る取扱いの適正化を図り、公

共用水域の水質及び生活環境の保全並びに公衆衛

生の向上に寄与することを目的とする。 

第１条 この要綱は、浄化槽法（昭和58年法律第43

号）、建築基準法（昭和25年法律第201号）及び三

重県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭

和60年三重県条例第26号。以下「条例」という。）

その他関係法令に定めるもののほか、浄化槽の設

置、構造及び管理に関し必要な事項を定めること

により、浄化槽に係る取扱いの適正化を図り、公

共用水域の水質及び生活環境の保全並びに公衆衛

生の向上に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、浄化槽法、

建築基準法、条例その他関係法令の定めるところ

によるほか、次の各号に定めるところによる。 

(1) 浄化槽法定検査 

浄化槽法第7条第1項及び第11条第1項に定める

浄化槽の水質に関する検査をいう。 

(2) 浄化槽関係業者団体 

浄化槽製造業者、浄化槽工事業者、浄化槽保守

点検業者及び浄化槽清掃業者が各々で組織する関

係団体をいう。 

(3) 指定検査機関 

浄化槽法第57条第1項の規定により、知事の指定

を受け浄化槽法定検査を行う者をいう。 

第２条 この要綱における用語の定義は、浄化槽法、

建築基準法、条例その他関係法令の定めるところ

によるほか、次の各号に定めるところによる。 

(1) 浄化槽法定検査 

浄化槽法第7条及び第11条に定める浄化槽の水

質に関する検査をいう。 

 

 

 

 

(2) 指定検査機関 

浄化槽法第57条第1項の規定により、知事の指定

を受け浄化槽法定検査を行う者をいう。 

（関係者の責務） （関係者の責務） 

第３条 浄化槽管理者は、浄化槽の使用、保守点検、

清掃及び浄化槽法定検査を適正に行い、異常又は

故障を発見したときは、速やかに必要な措置を講

じるとともに、次の各号に定める事項を遵守しな

ければならない。 

(1) 浄化槽管理者が自ら浄化槽の保守点検を行う場

合は、浄化槽管理士の資格又はこれと同等以上の

知識を有し、三重県浄化槽保守点検業者の登録に

関する条例施行規則（昭和60年三重県規則第48号）

第7条に規定する器具を常備すること。 

(2) 浄化槽の保守点検及び清掃を自ら行わない場合

は、浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者と委

託契約を結び、浄化槽の保守点検、清掃を行うこ

第３条 浄化槽管理者は、浄化槽の使用、保守点検、

清掃及び浄化槽法定検査を適正に行い、異常又は

故障を発見したときは、速やかに必要な措置を講

じるとともに、次の各号に定める事項を遵守しな

ければならない。 

(1) 浄化槽管理者が自ら浄化槽の保守点検を行う場

合は、浄化槽管理士の資格又はこれと同等以上の

知識を有し、三重県浄化槽保守点検業者の登録に

関する条例施行規則（昭和60年三重県規則第48号）

第7条に規定する器具を常備すること。 

(2) 浄化槽の保守点検及び清掃を自ら行わない場合

は、浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者と委

託契約を結び、浄化槽の保守点検、清掃を行うこ
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と。 と。 

２ 浄化槽製造業者等は、次の各号に定める事項を遵

守するとともに、浄化機能、耐久性等において支

障のない浄化槽の供給に努めるものとする。 

(1) 浄化槽工事業者及び浄化槽設備士に対し、適正

に浄化槽が設置されるよう工事方法等について、

研修指導に努めること。 

(2) 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者に対

し、浄化槽の性能・機能、使用方法・保守点検・

清掃方法等について、研修指導に努めること。 

２ 浄化槽製造業者等は、次の各号に定める事項を遵

守するとともに、浄化機能、耐久性等において支

障のない浄化槽の供給に努めるものとする。 

(1) 浄化槽工事業者及び浄化槽設備士に対し、適正

に浄化槽が設置されるよう工事方法等について、

研修指導に努めること。 

(2) 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者に対

し、浄化槽の性能・機能、使用方法・保守点検・

清掃方法等について、研修指導に努めること。 

３ 浄化槽工事業者及び浄化槽設備士は、浄化槽管理

者に対し、浄化槽の性能・機能、使用方法、保守

点検、清掃及び浄化槽法定検査の必要性等につい

て、助言に努めるものとする。 

３ 浄化槽工事業者及び浄化槽設備士は、浄化槽管理

者に対し、浄化槽の性能・機能、使用方法、保守

点検、清掃及び浄化槽法定検査の必要性等につい

て、助言に努めるものとする。 

４ 浄化槽保守点検業者及び浄化槽管理士は、次の各

号に定める事項を遵守するとともに、浄化槽の保

守点検の技術向上及び補修等のため関係業者との

連絡体制の確保に努めるものとする。 

(1) 浄化槽管理者に対し、浄化槽の使用方法、保守

点検、清掃、浄化槽法定検査の必要性等について、

助言に努めること。 

(2) 浄化槽管理者に対し、浄化槽の改善又は清掃を

要する場合については、必要な助言に努めること。 

４ 浄化槽保守点検業者及び浄化槽管理士は、次の各

号に定める事項を遵守するとともに、浄化槽の保

守点検の技術向上及び補修等のため関係業者との

連絡体制の確保に努めるものとする。 

(1) 浄化槽管理者に対し、浄化槽の使用方法、保守

点検、清掃、浄化槽法定検査の必要性等について、

助言に努めること。 

(2) 浄化槽管理者に対し、浄化槽保守点検記録票等

で浄化槽の保守点検の内容を報告するとともに、

浄化槽の改善又は清掃を要する場合については、

必要な助言に努めること。 

５ 浄化槽清掃業者は、浄化槽管理者に対し、浄化槽

の使用方法、清掃及び浄化槽法定検査について必

要な助言に努めるものとする。 

５ 浄化槽清掃業者は、浄化槽管理者に対し、浄化槽

の使用方法、清掃及び浄化槽法定検査について必

要な助言に努めるものとする。 

６ 浄化槽関係業者団体は、関係法令及びこの要綱の

運用が円滑に行われるよう会員の技術の向上及び

相互の協力体制の整備を図るとともに、浄化槽の

正しい知識の普及、及び啓発に努めるものとする。 

６ 浄化槽関係業者団体は、関係法令及びこの要綱の

運用が円滑に行われるよう会員の技術の向上及び

相互の協力体制の整備を図るとともに、浄化槽の

正しい知識の普及及び啓発に努めるものとする。 

７ 指定検査機関は、浄化槽法定検査を行ったとき

は、その結果を関係機関に報告するとともに、浄

化槽の保守点検、清掃及び改善作業の必要がある

と認めたときは、浄化槽管理者に対し必要な助言

に努めるものとする。 

７ 指定検査機関は、浄化槽法定検査を行ったとき

は、その結果を関係機関に報告するとともに、浄

化槽の保守点検、清掃及び改善作業の必要がある

と認めたときは、浄化槽管理者に対し必要な助言

に努めるものとする。 

（県と市町の協働） （県と市町の協働） 

第４条 県は、市町と協働して浄化槽の使用方法、

保守点検、清掃及び浄化槽法定検査の実施等、浄

化槽管理者の意識の高揚に努めるものとする。 

第４条 県は、市町と協働して浄化槽の使用方法、

保守点検、清掃及び浄化槽法定検査の実施等、浄

化槽管理者の意識の高揚に努めるものとする。 
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２ 県は、市町と協働して公共用水域の水質及び生活

環境を保全するため、浄化槽の設置等に関し必要

な施策を講じるものとする。 

２ 県は、市町と協働して公共用水域の水質及び生活

環境を保全するため、浄化槽の設置等に関し必要

な施策を講じるものとする。 

（県の責務） （県の責務） 

第５条 県は、公共用水域の水質及び生活環境の保

全並びに公衆衛生の確保を図るため総括的な施策

を定め、これを推進するものとする。 

第５条 県は、公共用水域の水質及び生活環境の保

全並びに公衆衛生の確保を図るため総括的な施策

を定め、これを推進するものとする。 

２ 県は、関係者に対し浄化槽の構造、施工、保守点

検、清掃及び浄化槽法定検査等に関する技術上の

指導、その他必要な指導を行うものとする。 

２ 県は、関係者に対し浄化槽の構造、施工、保守点

検、清掃及び浄化槽法定検査等に関する技術上の

指導、その他必要な指導を行うものとする。 

３ 県は、市町の協力を得て、浄化槽管理者に対し、

浄化槽の保守点検、清掃の履行及び浄化槽法定検

査の実施等の指導及び啓発に努めるものとする。 

３ 県は、市町の協力を得て浄化槽管理者に対し、講

習会等により浄化槽の保守点検、清掃の履行及び

浄化槽法定検査の実施等の指導及び啓発に努める

ものとする。 

（設置計画と処理方式の選定） （設置計画と処理方式の選定） 

第６条 浄化槽を設置しようとする者は、浄化槽に

よる効率的な処理が図れるよう次の各号に定める

事項に留意しなければならない。 

(1) 既存浄化槽の統廃合により、浄化槽はできる限

り集約するよう努めること。 

(2) 浄化槽の設置計画及び処理方式の選定は、次の

事項を十分調査研究のうえ行うこと。 

イ 建築物の種類及び用途に適したものであること。 

ロ 適正な規模であること。 

ハ 設置しようとする区域に応じた性能を有してい

ること。 

ニ 浄化槽の保守点検及び清掃が容易であること。 

ホ 気象、地形、地下水位等の自然条件及び季節的利

用等の社会条件に適したものであること。 

第６条 浄化槽を設置しようとする者は、浄化槽に

よる効率的な処理が図れるよう次の各号に定める

事項に留意しなければならない。 

(1) 既存浄化槽の統廃合により、浄化槽はできる限

り集約するよう努めること。 

(2) 浄化槽の設置計画及び処理方式の選定は、次の

事項を十分調査研究のうえ行うこと。 

イ 建築物の種類及び用途に適したものであること。 

ロ 適正な規模であること。 

ハ 設置しようとする区域に応じた性能を有してい

ること。 

ニ 浄化槽の保守点検及び清掃が容易であること。 

ホ 気象、地形、地下水位等の自然条件及び季節的利

用等の社会条件に適したものであること。 

（浄化槽の構造） （浄化槽の構造） 

第７条 浄化槽の構造は、「屎尿浄化槽及び合併処

理浄化槽の構造方法を定める件（昭和55年建設省

告示第1292号）」（以下「浄化槽の構造」という。）

によるほか、「浄化槽の構造基準・同解説」（（一

財）日本建築センター発行）及び次に定めるとこ

ろに準拠して設計するものとする。 

第７条 浄化槽の構造は、「屎尿浄化槽及び合併処

理浄化槽の構造方法を定める件（昭和55年建設省

告示第1292号）」（以下「浄化槽の構造」という。）

によるほか、「浄化槽の構造基準・同解説」（（一

財）日本建築センター発行）及び次に定めるとこ

ろに準拠して設計するものとする。 

(1) 人槽及び処理能力の決定 

 実績等により汚水量等を算出した場合において

は、1人1日当たり汚水量200リットル、1人1日当た

りBOD量40グラムを標準とし、「浄化槽の構造基

準・同解説」による建築用途別汚水量及びBOD濃度

(1) 人槽及び処理能力の決定 

 実績等により汚水量等を算出した場合において

は、1人1日当たり汚水量200リットル、1人1日当た

りBOD量40グラムを標準とし、「浄化槽の構造基

準・同解説」による建築用途別汚水量及びBOD濃度
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の参考値を考慮して人槽を決定すること。 の参考値を考慮して人槽を決定すること。 

(2) 消毒薬注入装置 

 浄化槽には、感染症の発生時において放流口にお

ける遊離残留塩素が1リットル当たり10ミリグラ

ムを保持出来る機能を有する装置を設置する等の

配慮をするものとする。 

(2) 消毒薬注入装置 

 浄化槽には、感染症の発生時において放流口にお

ける遊離残留塩素が1リットル当たり10ミリグラ

ムを保持出来る機能を有する装置を設置する等の

配慮をするものとする。 

(3) 予備電源の設置 

 処理対象人員が3,000人を超える場合には、停電そ

の他の異常時に機器類の運転及び浄化槽の機能等

に支障のないよう予備の電源を設置する等の配慮

をするものとする。 

(3) 予備電源の設置 

 処理対象人員が3,000人を超える場合には、停電そ

の他の異常時に機器類の運転及び浄化槽の機能等

に支障のないよう予備の電源を設置する等の配慮

をするものとする。 

（設置場所及び放流先） （設置場所及び放流先） 

第８条 浄化槽を設置しようとする者は、生活環境

の保全及び公衆衛生の確保を図るため、次の各号

に定める事項に留意し適切な措置を講ずるものと

する。 

第８条 浄化槽を設置しようとする者は、生活環境

の保全及び公衆衛生の確保を図るため、次の各号

に定める事項に留意し適切な措置を講ずるものと

する。 

(1) 設置場所 

イ 設置場所の選定に当たっては、周囲の生活環境を

十分配慮し紛争の生じないようにすること。 

ロ 衛生の確保を特に必要とする施設等に影響を及

ぼさない場所であること。 

ハ 浄化槽の保守点検及び清掃に支障のない場所と

し、原則として屋外へ設置すること。 

ニ 浄化槽の正常な構造及び機能を損なう恐れのな

い場所であること。 

(1) 設置場所 

イ 設置場所の選定に当たっては、周囲の生活環境を

十分配慮し紛争の生じないようにすること。 

ロ 衛生の確保を特に必要とする施設等に影響を及

ぼさない場所であること。 

ハ 浄化槽の保守点検及び清掃に支障のない場所と

し、原則として屋外へ設置すること。 

ニ 浄化槽の正常な構造及び機能を損なう恐れのな

い場所であること。 

(2) 放流先 

イ 放流先は、都市下水路その他の排水施設とするこ

と。 

ロ 放流水は、停滞することなく放流先に排水される

こと。 

ハ 放流先が都市下水路以外の排水施設で、その施設

に管理者又は権利者がある場合には、当該管理者

又は権利者と事前の協議に努めること。 

ニ 放流先のない場合には、浄化槽を設置しないこ

と。ただし、放流水を別に定める「放流先のない

場合の放流水の処理方法」等により処理する場合

であって、当該処理方法が生活環境の保全及び公

衆衛生上支障のないときは、この限りでない。 

(2) 放流先 

イ 放流先は、都市下水路その他の排水施設とするこ

と。 

ロ 放流水は、停滞することなく放流先に排水される

こと。 

ハ 放流先が都市下水路以外の排水施設で、その施設

に管理者又は権利者がある場合には、当該管理者

又は権利者と事前の協議に努めること。 

ニ 放流先のない場合には、浄化槽を設置しないこ

と。ただし、放流水を別に定める「放流先のない

場合の放流水の処理方法」等により処理する場合

であって、当該処理方法が生活環境の保全及び公

衆衛生上支障のないときは、この限りでない。 

（浄化槽の設置） （浄化槽の設置） 

第９条 浄化槽の設置は、第7条に定める基準に適合

し、かつ、次の各号のいずれかに該当するもので

第９条 浄化槽の設置は、第7条に定める基準に適合

し、かつ、次の各号のいずれかに該当するもので
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なければ設置してはならない。 なければ設置してはならない。 

(1) 浄化槽法第13条第1項に基づく国土交通大臣の

型式の認定を受けたもの 

(1) 浄化槽法第13条第1項に基づく国土交通大臣の

型式の認定を受けたもの 

(2) 建築基準法第68条の25第1項の国土交通大臣の

構造方法等の認定を受けたもの 

(2) 建築基準法第68条の25第1項の国土交通大臣の

構造方法等の認定を受けたもの 

(3) 前2号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、建築基

準法第6条第1項、同法第6条の2第1項又は同法第18

条第3項による確認済証の交付を受けた建築物の

建築設備である浄化槽 

(3) 前2号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、建築基

準法第6条第1項、同法第6条の2第1項又は同法第18

条第3項による確認済証の交付を受けた建築物の

建築設備である浄化槽 

(4) 前各号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、設置

場所が特定されている浄化槽（建築主事を置く市

町の区域に設置されるもの及び集落排水施設等を

除く。）の構造が「浄化槽の構造」の基準を満た

していることについて、別に定める建築物の規模

に応じて、当該浄化槽を設置する市町を管轄する

建設事務所の建築主事又は県土整備部の建築を担

当する課の建築主事の承認を受けたもの 

(4) 前各号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、設置

場所が特定されている浄化槽（建築主事を置く市

町の区域に設置されるもの及び集落排水施設等を

除く。）の構造が「浄化槽の構造」の基準を満た

していることについて、別に定める建築物の規模

に応じて、当該浄化槽を設置する市町を管轄する

建設事務所の建築主事又は県土整備部の建築を担

当する課の建築主事の承認を受けたもの 

(5) 前各号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、集落

排水施設等（建築主事を置く市町の区域に設置さ

れるものを除く。）の構造が「浄化槽の構造」の

基準を満たしていることについて県土整備部の建

築を担当する課の建築主事の承認を受けたもの 

(5) 前各号に規定する浄化槽以外の浄化槽で、集落

排水施設等（建築主事を置く市町の区域に設置さ

れるものを除く。）の構造が「浄化槽の構造」の

基準を満たしていることについて県土整備部の建

築を担当する課の建築主事の承認を受けたもの 

(6) 建築主事を置く市町の区域に設置される浄化槽

（第4号及び第5号に規定する浄化槽に限る。）に

あっては、その構造が「浄化槽の構造」の基準を

満たしていることについて当該市町の建築主事の

承認を受けたもの 

(6) 建築主事を置く市町の区域に設置される浄化槽

（第4号及び第5号に規定する浄化槽に限る。）に

あっては、その構造が「浄化槽の構造」の基準を

満たしていることについて当該市町の建築主事の

承認を受けたもの 

（構造承認の申請） （構造承認の申請） 

第10条 前条第4号の承認を受けようとする者は、浄

化槽個別構造承認申請書（第1号様式）に次の書類

4部を添えて、別に定める建築物の規模に応じて、

当該浄化槽を設置する市町を管轄する建設事務所

の建築主事又は県土整備部の建築を担当する課の

建築主事に申請しなければならない。 

第10条 前条第4号の承認を受けようとする者は、浄

化槽個別構造承認申請書（第1号様式）に次の書類

4部を添えて、別に定める建築物の規模に応じて、

当該浄化槽を設置する市町を管轄する建設事務所

の建築主事又は県土整備部の建築を担当する課の

建築主事に申請しなければならない。 

(1) 構造図（平面図、断面図、その他必要な部分の

詳細図） 

(2) 仕様書（容量計算書及び槽の強度計算書を含

む。） 

(3) 処理工程図 

(4) 対象建築物の各階平面図 

(5) その他建築主事が必要と認める書類 

(1) 構造図（平面図、断面図、その他必要な部分の

詳細図） 

(2) 仕様書（容量計算書及び槽の強度計算書を含

む。） 

(3) 処理工程図 

(4) 対象建築物の各階平面図 

(5) その他建築主事が必要と認める書類 
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２ 前条第5号の承認を受けようとする者は、浄化槽

一般構造承認申請書（第1号様式）に、次の書類4

部を添えて県土整備部の建築を担当する課の建築

主事に申請しなければならない。 

２ 前条第5号の承認を受けようとする者は、浄化槽

一般構造承認申請書（第1号様式）に、次の書類4

部を添えて県土整備部の建築を担当する課の建築

主事に申請しなければならない。 

(1) 構造図（平面図、断面図、その他必要な部分の

詳細図） 

(2) 仕様書（容量計算書及び槽の強度計算書を含

む。） 

(3) 処理工程図 

(4) その他建築主事が必要と認める書類 

(1) 構造図（平面図、断面図、その他必要な部分の

詳細図） 

(2) 仕様書（容量計算書及び槽の強度計算書を含

む。） 

(3) 処理工程図 

(4) その他建築主事が必要と認める書類 

（設置等の手続） （設置等の手続） 

第11条 浄化槽の設置等をしようとする者は、次の

区分によりいずれかの手続を行うものとする。 

第11条 浄化槽の設置等をしようとする者は、次の

区分によりいずれかの手続を行うものとする。 

(1) 浄化槽法第5条第1項の規定により、浄化槽の設

置等をしようとする者は、浄化槽工事の技術上の

基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省令（昭

和60年厚生省建設省令第1号）第3条及び第4条の規

定による届出書等に次の書類を添付のうえ4部作

成し、設置等をしようとする市町の長を経由して

各地域防災総合事務所長又は各地域活性化局長に

提出するものとする。 

(1) 浄化槽法第5条第1項の規定により、浄化槽の設

置等をしようとする者は、浄化槽工事の技術上の

基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省令（昭

和60年厚生省建設省令第1号）第3条及び第4条の規

定による届出書等に次の書類を添付のうえ4部作

成し、設置等をしようとする市町の長を経由して

各地域防災総合事務所長又は各地域活性化局長に

提出するものとする。 

イ 建築平面図 

ロ 浄化槽処理対象人員算定書 

ハ 配置図（建物、浄化槽及び放流経路を明示したも

の） 

ニ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

イ 建築平面図 

ロ 浄化槽処理対象人員算定書 

ハ 配置図（建物、浄化槽及び放流経路を明示したも

の） 

ニ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

(2) 市町は、浄化槽法第12条の5第4項の規定に基づ

き、公共浄化槽の設置等をしようとするときは、

協議申出書（第2号様式）に、浄化槽ごとに、公共

浄化槽設置計画（第3号様式）及び次の書類を添付

のうえ、各地域防災総合事務所長又は各地域活性

化局長及び特定行政庁に提出するものとする。 

 

 

イ 建築平面図 

ロ 浄化槽処理対象人員算定書 

ハ 配置図（建物、浄化槽及び放流経路を明示したも

の） 

ニ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ
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たことを証する書類 

 

(3) 建築基準法第6条第1項の規定による建築確認又

は同法第18条第2項の規定による計画通知に伴い、

浄化槽の設置をしようとする者は、建築確認申請

書又は計画通知書に第4項各号に定める書類を添

付のうえ、4部（建築主事を置く市町において別途

定める場合はその部数）作成し、市町の長を経由

して建築主事に提出するものとする。 

(2) 建築基準法第6条第1項の規定による建築確認又

は同法第18条第2項の規定による計画通知に伴い、

浄化槽の設置をしようとする者は、建築確認申請

書又は計画通知書に第3項各号に定める書類を添

付のうえ、4部（建築主事を置く市町において別途

定める場合はその部数）作成し、市町の長を経由

して建築主事に提出するものとする。 

(4) 建築基準法第6条の2第1項の規定による建築確

認に伴い、浄化槽の設置をしようとする者は、建

築確認申請書に第4項各号に定める書類を添付の

うえ、4部（建築主事を置く市町において別途定め

る場合はその部数）作成し、指定確認検査機関に

提出するものとする。 

(3) 建築基準法第6条の2第1項の規定による建築確

認に伴い、浄化槽の設置をしようとする者は、建

築確認申請書に第3項各号に定める書類を添付の

うえ、4部（建築主事を置く市町において別途定め

る場合はその部数）作成し、指定確認検査機関に

提出するものとする。 

２ 各地域防災総合事務所長又は各地域活性化局長

及び特定行政庁は、前項第2号の協議申出書の内容

に同意するときは、同意書（第4号様式）を市町に

送付するものとする。 

 

 

３ 指定確認検査機関は、第1項第4号の規定により提

出された書類のうち、各1部を市町の長及び各地域

防災総合事務所長又は各地域活性化局長に送付す

るものとする。ただし、保健所を設置する市の区

域については、1部を当該市の長に送付するものと

する。 

２ 指定確認検査機関は、前項第3号の規定により提

出された書類のうち、各1部を市町の長及び各地域

防災総合事務所長又は各地域活性化局長に送付す

るものとする。ただし、保健所を設置する市の区

域については、1部を当該市の長に送付するものと

する。 

４ 建築確認申請書及び計画通知書に添付する書類

は次の各号に定めるものとする。 

３ 建築確認申請書及び計画通知書に添付する書類

は次の各号に定めるものとする。 

(1) 工場において製造する浄化槽で浄化槽法第13条

に基づく国土交通大臣の型式の認定を受けたもの

（次の(2)に該当する場合を除く。） 

イ 浄化槽調書（第5号様式） 

ロ 浄化槽構造図（ただし、建築確認申請書又は計画

通知書の正本及び副本にそれぞれ1部ずつ綴じた

場合は浄化槽調書への添付は必要ないものとす

る。） 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

(1) 工場において製造する浄化槽で浄化槽法第13条

に基づく国土交通大臣の型式の認定を受けたもの

（次の(2)に該当する場合を除く。） 

イ 浄化槽調書（第2号様式） 

ロ 浄化槽構造図（ただし、建築確認申請書又は計画

通知書の正本及び副本にそれぞれ1部ずつ綴じた

場合は浄化槽調書への添付は必要ないものとす

る。） 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

(2) 建築基準法第68条の10による国土交通大臣の型

式適合認定を受けたもの 

(2) 建築基準法第68条の10による国土交通大臣の型

式適合認定を受けたもの 
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イ 浄化槽調書（第5号様式） 

ロ 型式適合認定書別添仕様書及び図面、並びに建築

基準法第68条の25第1項の認定を受けた場合は、そ

の認定書の写し若しくは型式適合認定書の写し

（ただし、建築確認申請書又は計画通知書の正本

及び副本にそれぞれ1部ずつ綴じた場合は浄化槽

調書への添付は必要ないものとする。） 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

イ 浄化槽調書（第2号様式） 

ロ 型式適合認定書別添仕様書及び図面、並びに建築

基準法第68条の25第1項の認定を受けた場合は、そ

の認定書の写し若しくは型式適合認定書の写し

（ただし、建築確認申請書又は計画通知書の正本

及び副本にそれぞれ1部ずつ綴じた場合は浄化槽

調書への添付は必要ないものとする。） 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

(3) (1)、(2)以外のもの 

イ 浄化槽調書（第5号様式） 

ロ 前条第1項各号又は第2項各号に掲げる書類 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

(3) (1)、(2)以外のもの 

イ 浄化槽調書（第2号様式） 

ロ 前条第1項各号又は第2項各号に掲げる書類 

ハ 浄化槽法定検査のうち、浄化槽法第7条に規定す

る検査について、指定検査機関に検査依頼を行っ

たことを証する書類 

５ 第1項第3号又は同項第4号の規定により手続きを

行った後、浄化槽に関してその計画を変更しよう

とする場合は、浄化槽に係る建築確認申請計画変

更届出書（第6号様式）に変更に係る部分の書類を

添えて建築主事又は指定確認検査機関に4部（建築

主事を置く市町において別途定める場合はその部

数）提出するものとする。 

４ 第1項第2号又は同項第3号の規定により手続きを

行った後、浄化槽に関してその計画を変更しよう

とする場合は、浄化槽に係る建築確認申請計画変

更届出書（第3号様式）に変更に係る部分の書類を

添えて建築主事又は指定確認検査機関に4部（建築

主事を置く市町において別途定める場合はその部

数）提出するものとする。 

６ 建築基準法によりくみ取便所で確認を受けた後、

工事完了前に浄化槽に変更しようとする場合は、

浄化槽に係る建築確認申請計画変更届出書（第6

号様式）に第4項各号のいずれかに掲げる書類を添

えて建築主事又は指定確認検査機関に4部（建築主

事を置く市町において別途定める場合はその部

数）提出するものとする。 

５ 建築基準法によりくみ取便所で確認を受けた後、

工事完了前に浄化槽に変更しようとする場合は、

浄化槽に係る建築確認申請計画変更届出書（第3

号様式）に第3項各号のいずれかに掲げる書類を添

えて建築主事又は指定確認検査機関に4部（建築主

事を置く市町において別途定める場合はその部

数）提出するものとする。 

７ 各地域防災総合事務所長又は各地域活性化局長

は、三重県の事務処理の特例に関する条例（平成

12年三重県条例第2号）（以下、「特例条例」とい

う。）別表第2第19号及び第19の2号の規定により

事務を処理することとなった市町（以下、権限移

譲市町という。）に設置される浄化槽（特例条例 別

表第2第19号に規定される市町においては、地方財

政法（昭和23年法律第109号）第6条に規定する公

営企業として市町が設置又は管理する浄化槽（以

下、市町設置型浄化槽という。）に限る。）に係

ることについて、建築基準法第93条第6項の規定に
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基づく意見を述べた場合、その旨を、当該所在地

を管轄する市町の長に通知するものとする。 

 

８ 浄化槽管理者は、次の各号の一に該当することと

なった場合において、当該浄化槽を設置している

市町を管轄する各地域防災総合事務所長又は各地

域活性化局長に提出するものとする。 

６ 浄化槽管理者は、次の各号の一に該当することと

なった場合において、当該浄化槽を設置している

市町を管轄する各地域防災総合事務所長又は各地

域活性化局長に提出するものとする。 

(1) 使用開始の報告 

浄化槽法第10条の2第1項の規定による使用開始

の報告は、浄化槽使用開始報告書（第7号様式）に、

技術管理者の資格を証する書類を添付（501人槽以

上の浄化槽に限る。）のうえ行うものとする。 

 

(1) 使用開始の報告 

浄化槽法第10条の2第1項の規定による使用開始

の報告は、浄化槽使用開始報告書（第4号様式）に、

技術管理者の資格を証する書類を添付（501人槽以

上の浄化槽に限る。）のうえ行うものとする。 

 

(2) 技術管理者変更の報告 

浄化槽法第10条の2第2項の規定による技術管理

者の変更の報告は、技術管理者変更報告書（第8

号様式）に技術管理者の資格を証する書類を添付

のうえ行うものとする。 

(2) 技術管理者変更の報告 

浄化槽法第10条の2第2項の規定による技術管理

者の変更の報告は、浄化槽技術管理者変更報告書

（第5号様式）に技術管理者の資格を証する書類を

添付のうえ行うものとする。 

(3) 浄化槽管理者変更の報告 

浄化槽法第10条の2第3項の規定による浄化槽管

理者変更の報告は、浄化槽管理者変更報告書（第9

号様式）により行うものとする。 

(3) 浄化槽管理者変更の報告 

浄化槽法第10条の2第3項の規定による浄化槽管

理者変更の報告は、浄化槽管理者変更報告書（第6

号様式）により行うものとする。 

(4) 届出事項変更の届出 

浄化槽法第5条に基づく届出を提出後、設置の工

事が行われるまでの間に別に定める事項に変更を

生じた場合は、工事に着手するまでに浄化槽変更

報告書（第10号様式）を提出するものとする。 

(4) 届出事項変更の届出 

浄化槽法第5条に基づく届出を提出後、設置の工

事が行われるまでの間に別に定める事項に変更を

生じた場合は、工事に着手するまでに浄化槽変更

報告書（第7号様式）を提出するものとする。 

（適用除外） （権限移譲等） 

第12条 権限移譲市町及び保健所を設置する市にお

いては、第3条第1項第1号及び第2号、同条第4項、

同条第5項、第6条並びに第8条の規定について市町

で別の規定（特例条例 別表第2第19号の規定によ

り事務を処理することとなった市町においては、

市町設置型浄化槽に係る規定に限る。）がある場

合、当該規定は適用しない。 

 

第12条 三重県の事務処理の特例に関する条例（平

成12年三重県条例第2号）別表第2第19号（地方財

政法（昭和23年法律第109号）第6条に規定する公

営企業として市町が設置し、又は管理する浄化槽

に係るものに限る。）及び第19の2号の項の規定に

より事務を処理することとなった市町並びに四日

市市（以下、権限移譲等市町という。）において

は、第3条第1項第1号及び第2号、同条第4項、同条

第5項、第6条並びに第8条の規定について市町で別

の規定がある場合、当該規定は適用しない。 

２ 第11条第1項各号及び第2項の規定について、権

限移譲市町及び保健所を設置する市においては、

次の各号に従って読み替えるものとする。 

２ 権限移譲等市町において、第11条第1項第1号の

規定の「4部作成」を「3部作成」に、「市町の長

を経由して各地域防災総合事務所長又は各地域活
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(1)権限移譲市町においては、第11条第1項第1号の規

定の「4部作成」を「3部作成」に、「市町の長を

経由して各地域防災総合事務所長又は各地域活性

化局長に提出」を「市町の長に提出」に、読み替

える。ただし、特例条例 別表第2第19号の規定に

より事務を処理することとなった市町において

は、市町設置型浄化槽に係る手続きの場合のみ読

み替える。なお、第11条第1項第1号の規定につい

て市町で別に規定がある場合、第11条第1項第1号

の規定は適用しない。 

(2)保健所を設置する市においては、第11条第1項第1

号、第3号及び第4号の規定の「4部作成」を「3部

作成」に、第11条第1項第1号の規定の「市町の長

を経由して各地域防災総合事務所長又は各地域活

性化局長に提出」を「市町の長に提出」に読み替

える。なお、第11条第1項第1号、第3号及び第4号

の規定について市で別に規定がある場合、第11条

第1項第1号、第3号及び第4号の規定は適用しない。 

(3)権限移譲市町及び保健所を設置する市において

は、第11条第1項第2号及び第2項の規定の「各地域

防災総合事務所長又は各地域活性化局長」を「市

町の長」に、読み替える。なお、第11条第1項第2

号及び第2項の規定について市町で別に規定があ

る場合、第11条第1項第2号及び第2項の規定は適用

しない。 

 

性化局長に提出」を「市町の長に提出」に読み替

える。なお、第11条第1項第1号の規定について市

町で別に規定がある場合、第11条第1項第1号の規

定は適用しない。 

３ 権限移譲市町及び保健所を設置する市において

は、第11条第8項の規定の「市町を管轄する各地域

防災総合事務所長又は各地域活性化局長に提出」

を「市町の長に提出」に読み替える。ただし、特

例条例 別表第2第19号の規定により事務を処理す

ることとなった市町においては、市町設置型浄化

槽に係る手続きの場合のみ読み替えるものとす

る。なお、第11条第8項について市町で別に規定が

ある場合、第11条第8項の規定は適用しない。 

 

３ 権限移譲等市町において、第11条第6項の規定の

「市町を管轄する各地域防災総合事務所長又は各

地域活性化局長に提出」を「市町の長に提出」に

読み替える。なお、第11条第6項について市町で別

に規定がある場合、第11条第6項の規定は適用しな

い。 

 

様式 様式 

第1号様式（浄化槽個別・一般構造承認申請書） 

 

第1号様式（浄化槽個別・一般構造承認申請書） 

 

第2号様式（協議申出書） 
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第3号様式（公共浄化槽設置計画） 

 

 

第4号様式（同意書） 

 

 

第5号様式（浄化槽調書） 

・市町設置型浄化槽に該当するかのチェック欄を追

加 

 

第2号様式（浄化槽調書） 

第6号様式（浄化槽に係る建築確認申請計画変更届出

書） 

 

第3号様式（浄化槽に係る建築確認申請計画変更届出

書） 

第7号様式（浄化槽使用開始報告書） 

 

第4号様式（浄化槽使用開始報告書） 

第8号様式（技術管理者変更報告書） 

 

第5号様式（技術管理者変更報告書） 

第9号様式（浄化槽管理者変更報告書） 

 

第6号様式（浄化槽管理者変更報告書） 

第10号様式（浄化槽届出事項変更届出書） 

 

第7号様式（浄化槽届出事項変更届出書） 

附則 附則 

1 この要綱は、平成9年4月1日から施行する。 

2 三重県浄化槽指導要綱（昭和62年4月1日）は、廃

止する。 

3 この要綱は、平成10年4月1日から施行する。 

4 この要綱は、平成12年4月1日から施行する。 

5 この要綱は、平成14年6月1日から施行する。 

6 この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

1 この要綱は、平成9年4月1日から施行する。 

2 三重県浄化槽指導要綱（昭和62年4月1日）は、廃

止する。 

3 この要綱は、平成10年4月1日から施行する。 

4 この要綱は、平成12年4月1日から施行する。 

5 この要綱は、平成14年6月1日から施行する。 

6 この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

7 令和2年3月31日以前の要綱第9条第4号、第5号又

は第6号に基づき承認された浄化槽に対する、こ

の要綱の適用については、なお従前の例による。 

7 令和2年3月31日以前の要綱第9条第4号、第5号又

は第6号に基づき承認された浄化槽に対する、こ

の要綱の適用については、なお従前の例による。 

8 この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 

9 この要綱は、令和4年8月1日から施行する。 

 

 

8 この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 

 

 



第２号様式（第１１条関係） 

 

公共浄化槽設置計画に係る協議申出書 

 

年   月   日 

三重県知事 あて 

（特定行政庁 あて） 

 

 申出者（市町） 住所 

            氏名 

 

建築確認申請を伴わない公共浄化槽の設置等にあたり、浄化槽法第１２条の５第４項の規定により、

下記の公共浄化槽の設置計画について協議を申し出ます。 

 

番号 設置場所の地名地番 建築物名称又は使用者氏名 参考事項 

    

    

    

（規格Ａ４） 

 注 (1)「番号」の欄には、この申出に係る公共浄化槽設置計画ごとの整理番号を付すこと。 

   (2)「参考事項」の欄には、市町における管理番号など参考事項がある場合、記入すること。 

   (3) 行が不足する場合は、行の追加又は一覧表の添付を行うこと。 

 

 



第３号様式（第１１条関係） 

作成日   年  月  日 

公共浄化槽設置計画 
 

（〒   －    ）       

計画者 住所          

氏名         

 

1．設置場所の地名地番及び建

築物名称又は使用者氏名 

設置場所の地名地番 

 

建築物名称又は使用者氏名 

 

2．種 類 

①浄化槽法に基づく型式認定浄化槽 

(名称   認定番号   ) 

②その他 

3．処 理 の 対 象 し尿及び雑排水 

4．当該浄化槽において処理す

るし尿等を排出する建築物の

用途及び延べ面積 

用途                        

延べ面積                    ㎡             

5．処理対象人員及び算定根拠 処理対象人員                人 

算定根拠 

6．処 理 能 力 

イ 日平均汚水量 ㎥／日 

ロ 生物化学的酸素要求量の除去率 ％ 

ハ 放流水の生物化学的酸素要求量 ㎎／l 

7．放流先又は放流方法 
①側溝 ②河川 ③湖沼 ④海域 ⑤地下浸透 

⑥その他(         ) 

8．工事を行う予定の浄化槽工

事業者の氏名又は名称及び登

録番号 

氏名又は名称      登録番号 

9．着工予定年月日等 年  月  日 

（設置予定年月日   年  月  日） 

10．使用開始予定年月日 年  月  日 

11．付近の見取図 別紙のとおり 

12．その他特記すべき事項  

行政庁記入欄 

 

(注意) 1．2 欄及び 7欄は、該当する事項を○で囲むこと。 
2．11 欄は、設置位置、放流経路、放流先、方位、道路及び目標となる地物を明示する
こと。 

3．12 欄は、処理対象人員と使用予定人員が当面異なる場合にその使用予定人員を記
入すること。 

4. 市町が建築物の汚水を浄化槽に流入させるために必要な汚水管その他の排水施設
を設置する場合、当該施設の概要を添付すること。 

 

（規格Ａ４） 

 



第４号様式（第１１条関係） 

 

公共浄化槽設置計画に係る同意書 

 

 

 

浄化槽法第１２条の５第４項の規定により、 年 月 日付けで協議の申出のあった公共浄化槽

設置計画について同意します。 

 

 

 

 

 

  年  月  日     

 

           あて 

 

 

同意する者  

三重県知事（特定行政庁）             

 

 

 

 

 

（規格Ａ４） 

 

 



第５号様式（第１１条関係） 

浄 化 槽 調 書              

 
 ※確認済証交付年月日               年   月   日 
 
 ※確認済証交付番号           第         号 

１ 設置者の住所及び氏名              
（法人にあっては、名称及            び  
代表者の氏名） 

 
 
 
                                  電話 
※市町設置型浄化槽に該当するか 
（☐該当する   ☐該当しない） 

２ 設置場所の地名及び地番              
 

３ 種     類 

 
 ①国土交通大臣型式認定浄化槽（浄化槽法第１３条） 
    名称           認定番号           
    認定年月日 
       
 ②国土交通大臣の構造方法等の認定を受けた浄化槽 
    名称                     認定番号 
    認定年月日               
 
＊ 上記のうち国土交通大臣型式適合認定を受けたものは、認定 
番号、認定年月日を記入 

  認定番号 
  認定年月日 
 
 ③その他 

４ 処 理 方 式            

 
 ①分離接触ばっ気 ②嫌気濾床接触ばっ気  
 ③脱窒濾床接触ばっ気  ④回転板接触 ⑤接触ばっ気  
 ⑥散水濾床 ⑦長時間ばっ気 
  ⑧標準活性汚泥 ⑨その他（           ） 

５ 処 理 の 対 象             
 
 ①屎尿及び雑排水    ②屎尿のみ 

６ 当該浄化槽において処理す             
る屎尿等を排出する建築物             

の用途及び延べ面積 

 
 用  途                         名称 
                                             
 延べ面積                  ㎡ 

７ 処理対象人員及び算定根拠             

 
                       人   
算定根拠： 
 
 
 

８ 処 理 能 力             

 
 イ 日 平 均 汚 水 量                  

 
ｍ３／日 

 
 ロ 生物化学的酸素要求量の除去率                  

 
％ 

 
 ハ 放流水の生物化学的酸素要求量                  

 
mg／Ｌ 

９ 放 流 先 又 は 放 流 方 法             
 
 ①側溝      ②河川  ③湖沼  ④海域  ⑤地下浸透 
 ⑥その他（         ） 

10  工事を行う予定の浄化槽工             
事業者の氏名又は名称及び             

登録番号 

 
 氏名又は名称 
 
 登 録 番 号       

11 着 工 予 定 年 月 日              
     年  月  日 12 使用開始年月日         

    年  月  日 
 

13 その他特記すべき事項             
 

 
 
 

（Ａ４規格） 
  注 (１) ※印欄は、記入しないこと。 

(２) ３欄、４欄、５欄及び９欄は、該当する事項を○で囲むこと。 
(３) ８欄の日平均汚水量は算定根拠を別紙添付すること。 
(４) 13 欄は、処理対象人員と使用予定人員が当面異なる場合には、その使用予定人員を記入すること。 


